
(注)　人件費には、市長等三役､市議会議員､各種行政委員会委員等の特別職に支給される給料･報酬、

事業費支弁職員の人件費を含む。

(注)　1 職員手当には、退職手当を含まない。

2 職員数は、平成24年4月1日現在の人数である。

4 給与費には、事業費支弁職員の給与費を含む。

（給与減額の状況）

(参考)類似団体平均1人当たり

給与費B/A給料

給与費

1人当たり給与費

人 千円

A

千円

56,761,093

B/A

職員数

A

9,796,320

(3)特記事項

千円千円

職員手当 期末･勤勉手当

B

%

17.3

千円

千円

6,697,666

1,190,032

千円

1,547,899

千円

969,488

%

18.0

既に抑制済の内容

人

小山市の給与・定員管理等について

１ 総括

(1)人件費の状況(平成24年度普通会計決算)

住民基本台帳人口 人件費率歳出額 人件費実質収支 (参考)23年度
の人件費率（２４年度末）

164,590

(2)職員給与費の状況(平成24年度普通会計決算)

4,180,279
1,055
(34)

減額措置の内容

（手当）
　○一般職の管理職手当率　１０～１５％削減　（実施期間：平成 8年 7月～平成27年 3月）

　
【ラスパイレス指数】
H25.4.1　     　108.2
H25.4.1参考値　　99.9
H25.7.1  　   　100.8

　○特別職の給料月額
　　　市長、副市長および教育長の給料月額 １５％削減

千円

6,457

合計B

6,150

平成20年 4月～平成21年 3月　５％削減
平成21年 4月～平成22年 3月　６％削減
平成22年 4月～平成24年 3月　７％削減

平成 8年 7月～平成12年 3月　５％削減
平成12年 4月～平成18年 3月　１０％削減
平成18年 4月～平成27年 3月　１０～１５％削減

3 給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、職
員数には当該職員を含んでいない（()内に外書き）。

国の要請等を踏まえた減額措置の取組

実施

減額実施期間

平成２５年７月～平成２６年３月

（給料）
　○一般職の給料月額
　　　1級　　　　３．７７％削減
　　　2級　　　　４．７７％削減
　　　3級～6級　 ７．７７％削減
　　　7級以上　　９．７７％削減
　　技能労務職　 １％削減

（給料）
　○一般職の給料月額
　　　　主査級以上　１～２％削減　　（実施期間：平成19年 4月～平成25年 6月、平成26年 4月～ ）
　　　　技能労務職　５～７％削減　　（実施期間：平成20年 4月～平成24年 3月）
 　　　　　　※平成24年 4月から技能労務職は技能労務職員給料表を定めたため、削減なし

（給料）
　○特別職の給料月額
　　　　市長　　　　　　　　　１０％削減　　（実施期間：平成12年10月～平成25年 6月、平成26年 4月～ ）
　　　　副市長および教育長　　　５％削減　　（実施期間：平成14年 1月～平成25年 6月、平成26年 4月～ ）



(注) 

2 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

3「参考値」は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定特例法による措置が無いとした場合の値である。

(4)ラスパイレス指数の状況

1 ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の
職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員
の俸給月額を１００として計算した指数。

100.4  

99.1  
98.3  

108.2 108.3  

106.6 

99.9  100.1  
98.5 

100.8 

106.7 

104.0  

90

95

100

105

110

小山市 類似団体平均 全国市平均 

H20.4.1

H25.4.1

H25.4.1   

※参考値 
H25.7.1



２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

①一般行政職

②技能労務職

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。(平成22年～平成24年の3ヶ年平均)

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※年収ベースの「公務員C」及び「民間D」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給

 された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

③消防職

39.5歳

うち 自動車運転手

375,236 円43.4歳

329,893 円 421,387 円 380,185 円42.3歳

50.6歳

49.9歳

類 似 団 体

366,718 円

国 43.1歳
307,220 円

(332,446 円)
－　

376,257 円
（405,463 円)

栃　木　県 335,404 円 419,973 円

平均給料月額

412,283 円

1.666,272,112 円

2.07

304人

331,300 円

公務員C C/D

－　

47.8歳

3,771,300 円

用 務 員

自家用乗用
自動車運転者

－　

364,118 円

400,551 円

388,918 円

－　

53.7歳 202,700 円

50.6歳337,100 円

332,300 円

公　務　員
対応する民間
の類似職種

－　

民　　間
平均
年齢

平均給与月額
(国ベース)

354,505 円

365,556 円

232,700 円

－　

民間D

－　

386,944 円

309,534 円
(325,400円)

366,228 円329,130 円

332,200 円 －　 －　

352,757 円

平均給料月額

参考
平均給与月額

B
平均
年齢

小　山　市

－　

A/B

50.4歳 8人

368,675 円

1.80

1.72

栃　木　県

63人

43.1歳

区　　分 平均年齢

うち 自動車運転手

52.7歳

333,270 円

52.3歳

－　

－　

－　

－　

－　

－　

－　

－　

－　

－　国

類 似 団 体

3,272人

143人

5,820,516 円

小　山　市

国

区　　分

うち 用務員

平均給与月額
A

(1)職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況(平成25年4月1日現在)

－　

366,338 円

小　山　市

114人

平均給与月額

類 似 団 体

－　

322,000 円 404,650 円 354,061 円40.5歳

－　 －　

406,248 円 360,060 円

－　

312,029 円

うち 用務員 2,809,400 円

区　　分

参 考【年収ベース(試算値)の比較】

職員数

現　行 国ベース

区　　分 平均年齢 平均給料月額
平均給与月額

現　行 国ベース

272,119 円
(286,850円)

小　山　市



④医師・歯科医師職

平成25年4月1日から小山市民病院が地方独立行政法人に移行したため該当なし。

⑤薬剤師・医療技術職

平成25年4月1日から小山市民病院が地方独立行政法人に移行したため該当なし。

⑥看護・保健職

(注) 1 「平均給料月額」とは、平成25年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均で

　ある。

2 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間

　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査に

　おいて明らかにされているものである。

　 また、｢平均給与月額（国ベース）｣は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外

　勤務手当等を除いたもの）で算出している。

3　国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額（国ベース）」の括弧書きは、

　給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値（減額前）である。

（注）国家公務員欄における括弧書きは、給与改定特例法による措置がないとした場合の値（減額前）である。

37.8歳

38.3歳

46.0歳

－　

178,800 円

－　

133,418 円
(140,100円)

144,500 円

－　

172,200 円

155,700 円

技 能 労 務 職

一 般 行 政 職

大 学 卒

短 大 卒

高 校 卒

一 般 行 政 職

国

高 校 卒

(2)職員の初任給の状況(平成25年4月1日現在)

区　　　 分 小山市

区　　　 分

高 校 卒

栃木県

(3)職員の経験年数別､学歴別平均給料月額の状況(平成25年4月1日現在)

大 学 卒

高 校 卒

126,200 円

280,167 円 318,200 円

144,500 円

141,900 円

163,987 円
(172,200 円)

318,659 円

299,098円
(314,592円)

295,000 円 364,424 円 308,624 円

技 能 労 務 職

327,740円
(344,120円)

類 似 団 体 289,821 円

小　山　市

国 －　

366,911 円 316,527 円

区　　分 平均年齢 平均給料月額
平均給与月額

現　行 国ベース

256,996 円

経験年数10年 経験年数20年

366,146 円

経歴年数30年

401,296 円

384,583 円

330,220 円

－　

経歴年数25年

383,885 円

369,584 円

－　



３　一般行政職の級別職員数および給料表の状況

(1)一般行政職の級別職員の状況(平成25年4月1日現在)

(注) 1 小山市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

2 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

(注) 平成18年に10級制から8級制に変更している。(旧給料表の1級及び2級並びに4級及び5級をそれぞれ統合)

(2)昇給への勤務成績の反映状況

3級

主査
標準的な
職務内容

区分 7級

構成比 15.9%1.8% 2.4% 33.1%

8級 5級

12 人 16 人 107 人 223 人

6級

職員数 94 人 79 人

課長・所長部長等
係長
主任

4級

83 人 59 人

14.0% 11.7%8.8%12.3%

主事・技師等

2級 1級

　地方公務員法第40条に基づき、毎年1月1日を評価基準日として、全職員を対象に「小山市人事評価
制度」により勤務評定を実施している。
　評価制度により、職位・職種ごとに定める評価要素による5段階（Ｓ･Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ）の絶対評価
を行い、当該評価結果を昇任・昇格及び定期昇給の判断の基礎資料として活用している。

平成25年の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比 

8級 1.8% 1.9% 2.0%

7級 2.4% 2.2% 2.5%

6級 15.9% 16.5% 15.2%

5級 33.1% 34.0% 36.9%

4級 12.3% 13.1% 16.2%

3級 8.8% 8.5% 13.4%

2級 14.0% 12.3% 6.0%

1級 11.7% 11.5% 7.8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%



４ 職員手当の状況

千円 千円

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

　(注)　（　）内は､再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

1.勤務成績の評定の実施状況

2.勤勉手当への勤務実績の反映状況

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

千円 千円

　(注)　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成24年度に退職した職員に支給された平均額である。

支給実績（２４年度決算） 千円

支給職員1人当たり平均支給年額（２４年度決算） 千円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

3

181,019

全職種

1,151

21

国の制度（支給率）

3

3

122

支給対象職員数

区　分（全事業）

支給率支給対象地域

小山市

野木町

3

55.86

55.86 55.86

その他の加算措置 その他の加算措置

最高限度額 55.86

勤続25年

55.86 最高限度額

32.83 38.955

勤続35年 46.55 55.86 勤続35年 46.55

23.03 28.7875

勧奨・定年 （支給率） 自己都合

　定年前早期特例措置　（2～20％加算） 　定年前早期特例措置　（2～20％加算）

勤続25年 32.83 38.955

（ 0.65 ）

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　地方公務員法第40条に基づき、毎年1月1日を評価基準日として、全職員を対象に「小山市人事評価
制度」により勤務評定を実施している。
　評価は、「業績・態度・能力」の３つの評価項目で構成され、職位・職種ごとに定める評価要素に
より、5段階（Ｓ･Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ）の絶対評価を行っている。

（ 1.45 ）

　・管理職加算　10～25％　・管理職加算　15～22％

（ 0.65）

１人当たり平均支給額

小山市(全事業） 国

（支給率）

勤続20年 勤続20年23.03

勧奨・定年

25,484

小山市(全事業)

1,472

国

（２４年度支給割合）（２４年度支給割合）

1.35

栃木県

2.60

（２４年度支給割合）

(1)期末勤勉手当

(2)退職手当(平成25年4月1日現在)

（ 0.65 ） （ 1.45 ）

1.35

28.7875

自己都合

１人当たり平均支給額（２４年度）

1,616

（ 1.45 ）

2.60

１人当たり平均支給額（２４年度）
－

2.601.35

(3)地域手当(平成25年4月1日現在)

　・役職加算　   5～20％

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算　   5～20％　・役職加算　   5～20％

5,822

 「小山市人事評価制度」による平成24年度の評価結果を平成25年度12月期の勤勉手当の「成績率」
に反映させた。

宇都宮市 6 3 6

東京都特別区 18 1 18



《病院事業・水道事業除く》

％

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

3,500

9,000

3,000

3,500

手当の種類（手当数） 14

32 千円

種類

区　分 全職種

支給職員１人当たり平均支給年額（２４年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（２４年度）

6,399

17.5

支給実績（２４年度決算）

市税等賦課
及び徴収事務

行旅死病人及び変死
人収容等

社会福祉業務

変則勤務箇所

0円

特定高圧ガス・ボイラー又は
危険物取り扱い及び保安管理
責任者

手当の名称

危険な作業

電気事業法第72条の規定によ
る電気主任技術者に指定され
た職員

右の業務に従事した職員

水処理センターに勤務する職
員

特定高圧ガス・ボイ
ラー又は危険物取り
扱い及び保安管理責

任者

清掃作業

用地取得交渉

変則勤務箇所に勤務

年末年始における勤務

360,000円

123,000円

144,000円

0円

電気主任技術者

ごみ収集・運搬
その他の清掃作業

50,000円

40,000円

942,000円

207,500円

0円

515,200円

126,000円

177,100円

月

右の業務に従事した職員

月

1回

月

市税賦課に関する調査のため
に出張し１日５時間を超えて
従事したとき

市税徴収、滞納処分等のため
に出張し従事したとき

主な支給対象職員

月

1件

日

月

支給実績
（24年度決算）

133,200円

347,600円

4,800円

月

右の業務に従事した職員

右の業務に従事した職員

特定高圧ガス・ボイラー又は
危険物取り扱い及び保安管理
を行う法令に基づく責任者と
して市長に選任された職員

右の業務に従事した職員

右の業務に従事した職員

文化センター、中央公民館、
図書館、博物館、生涯スポー
ツ課、城南出張所、文書館に
勤務する職員

市税外収入金の滞納金及び未
納金の徴収のために出張し従
事したとき

行旅病人の救治、収容等

生活保護法に関する業務

日

日

日

1体

感染症の患者若しくはその疑
いのある患者の収容その他必
要な措置または病原体の付着
若しくは付着のおそれのある
物件の処理作業

病害虫駆除のため医薬用劇物
の散布作業または実地指導

地上７メートル以上の高所ま
たは地下５メートル以上の深
所においての土木･建築･消防
作業または作業の監督

市道舗装の新設、補修作業

1回

5,000

300

350

300

400

350

5,000

1,000

4,000

300

350

(4)特殊勤務手当(平成25年4月1日現在)

千円

6,000

500

支給単価主な支給対象業務

10,000

変則勤務箇所に勤務 1,604,400円 （再任用）

月   2,400 円

潜水作業（訓練を含む）

電気主任技術者の業務

犬猫死体処理作業

現地において行う公共用地の
取得又は、これに伴う補償に
係る交渉の業務

120,000円

78,900円

2,000

日

日

日

月

行旅死人又は変死人の収容等

日



円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円3,000

0円週休日等の部活動指導業務

1,000

4～5時間
2,000

2～3時間

右の業務に従事した任期付教
職員

対外運動競技への引率指導業
務で宿泊を伴うもの又は週休
日等に行うもの

0円 日 3,400

教員特殊業務手当

修学旅行、林間・臨海学校等
において児童・生徒を引率し
て行う指導業務で宿泊を伴う
もの

17,000円 日 3,400

児童・生徒に対する緊急の補
導業務

0円 日 6,000

児童・生徒の負傷、疾病等に
伴う救急の業務

0円 日 6,000

0円 日 6,400

6時間以上

3,500

2,000

非常災害時における児童・生
徒の保護、緊急の防災、復旧
の業務

2,500

4,000240,000円

736,000円

36,000円

給食調理業務

1,500

362,500円特定の勤務箇所

建築主事

給食調理業務

特定の勤務箇所に勤務

建築主事の業務

市場勤務手当

水処理センターに勤務する職
員（変則勤務者を除く）

建築主事の資格を有する職員
のうち、市長が指定する職員

右の業務に従事した職員

月

月

月

月

月

栃木県南公設地方卸売市場事
務組合に勤務する職員

建築物環境衛生管理技術者の
資格を有する職員のうち、市
長が指定する職員

市場業務
及びこれと同等の業務

月   2,800 円
（再任用）33,600円

特定建築物の環境衛生維持
管理業務

特定建築物の環境衛
生維持管理業務



《病院事業》

平成25年4月1日から小山市民病院が地方独立行政法人に移行したため該当なし。

《水道事業》

％

円

円

円

円

円

円

円

円

《病院事業・水道事業除く》

千円

千円

千円

千円

《病院事業》

千円

千円

千円

千円

《水道事業》

千円

千円

千円

千円

特定建築物の環境衛
生維持管理業務

建築物環境衛生管理技術者の
資格を有する職員のうち、市
長が指定する職員

特定建築物の環境衛生維持
管理業務

42,000円 月 3,500

42,000円

支給実績
（24年度決算）

96,000円

0円

42,000円

0円

3,500

支給単価

月

月

月

1回

日

日

月

4,000

3,500

3,500

500

300

350右の業務に従事した職員

0円

0円

消防法(昭和23年法律第186号)
に定める危険物取扱者

労働安全衛生法(昭和47年法律
第57号)に基づいて選任された
職員

水道法(昭和32年法律第177号)
第19条に基づき水道技術管理
者に任命された職員

電気主任技術者に選任され高
圧電気装置の点検及び修理に
従事

主な支給対象業務

消防法(昭和23年法律第186
号)に定める危険物取扱者
で、危険物の取扱い及び保安
管理業務

労働安全衛生法(昭和47年法
律第57号)に基づいて選任さ
れた作業主任者で、ボイラー
の取扱い及び保安管理業務

緊急の水道工事に備え、所定
勤務時間外に待機

滞納整理に従事

地上7メートル以上の高所又
は地下5メートル以上の深所
において作業又は作業の監督

水道法(昭和32年法律第177
号)第19条に基づく水道技術
管理者

電気主任技術者に選任された
職員

右の業務に従事した職員

右の業務に従事した職員

危険物取扱者

ボイラー取扱作業主
任者

緊急水道工事待機

滞納整理

電気主任技術者

手当の名称

56

主な支給対象職員

全職種

支給実績（２４年度決算） 222 千円

職員全体に占める手当支給職員の割合（２４年度） 19.05

千円

支給実績（２４年度決算）

高所又は深所業務従
事

水道技術管理者

職員１人当たり平均支給年額（２３年度決算） 220

種類

88

374,810

(5)時間外勤務手当

手当の種類（手当数）

区　分

支給職員１人当たり平均支給年額（２４年度決算）

7

支給実績（２３年度決算）

24,573

326

職員１人当たり平均支給年額（２４年度決算）

376,228

職員１人当たり平均支給年額（２３年度決算）

支給実績（２４年度決算）

321

職員１人当たり平均支給年額（２４年度決算）

76

支給実績（２４年度決算） 27,964

職員１人当たり平均支給年額（２４年度決算）

10,380

494

5,065

支給実績（２３年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（２３年度決算）

支給実績（２３年度決算）



《病院事業・水道事業除く》

円

円

円

3 満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの子

円

円 ～ 円

円 ～ 円

円 ～ 円

円 ～ 円

円 ～ 円

198

千円同じ

35

千円
　　　勤務1時間当たりの給与額の25/100

1 管理職員
職に応じて48,000円～85,000円
※支給額は特例措置により10%～15%削減し
た額

同じ 29,124 千円

210 千円

千円65,890 千円

88,735 千円

420 千円
円

1 祝日法による休日等に勤務した職員

　　　勤務1時間当たりの給与額の135/100
451同じ

638

円

2 持家 2,000 円

75

異なる
(交通用具使
用者は2,000
円～24,500
円)

76,339

2,600

通勤
手当

24,500

3 自転車･バイク使用者(片道2km以上)

44,200

2 四輪自動車使用者(片道2km以上)

55,0001 交通機関利用者 支給限度額

管理職
手当

管理職員
特別勤務

手当

6時間を越える勤務 6,000 15,000

10,000

休日勤務
手当

夜間勤務
手当

1 午後10時から翌日の午前5時までの間に勤務する職員

単身赴任
手当

6,000 45,000

1 単身（異動等に伴い転居し、やむを得ない事情
により配偶者と別居）

2 別居の距離が100㎞以上は加算

義務教育
等教員特
別手当

23,000

管理職手当の区分に応じて

支給職員1人当たり
平均支給年額
（２４年度決算）

支給実績
（２４年度決算）

手当名
国の制度との異
同・異なる内容

内容及び支給単価

千円
11,000扶養

手当

(6)その他の手当(平成25年4月1日現在)

13,000

1人につき5,000円加算

1 配偶者

2 配偶者以外の扶養親族 6,500

職員に配偶者がない場合の1人目の子等

千円

同じ

千円

1 借家･借間 支給限度額

同じ

3,500

千円117,962 219

千円 114 千円66,181異なる
(借家･借間のみ)

住居
手当

27,000

－

1 週休日・祝日法による休日等に勤務した管理職員

4,000

千円140

－同じ

1 任期付教職員

教員経験年数及び学歴の区分に応じて　2,200円 ～　4,000
円

千円



平成25年4月1日から小山市民病院が地方独立行政法人に移行したため該当なし。

円

円

円

3 満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの子

円

円 ～ 円

円 ～ 円

円 ～ 円

円 ～ 円 －

円 ～ 円

《病院事業》

《水道事業》

2 配偶者以外の扶養親族

千円

支給職員1人当たり
平均支給年額
（２４年度決算）

同じ 3,720 233 千円

支給実績
（２４年度決算）

6時間を越える勤務 6,000 15,000

－
　　　勤務1時間当たりの給与額の135/100

管理職
員特別
勤務手
当

1 週休日・祝日法による休日等に勤務した管理職員

同じ －管理職手当の区分に応じて 4,000 10,000

休日勤
務手当

1 祝日法による休日等に勤務した職員
同じ

－

－

－
　　　勤務1時間当たりの給与額の25/100

夜間勤
務手当

1 午後10時から翌日の午前5時までの間に勤務する職員
同じ

－

2 別居の距離が100㎞以上は加算 6,000 45,000

同じ －
単身
赴任
手当

1 単身（異動等に伴い転居し、やむを得ない事情
により配偶者と別居）

23,000 円

670 千円 670 千円
管理職
手当

1 管理職員
職に応じて48,000円～85,000円
※支給額は特例措置により10%～15%削減し
た額

同じ

千円

2 四輪自動車使用者(片道2km以上)

3,500 44,200

3 自転車･バイク使用者(片道2km以上)

2,600 24,500

異なる
(交通用具使
用者は2,000
円～24,500
円)

1,707 千円 85
通勤
手当

1 交通機関利用者 支給限度額 55,000

69 千円

2 持家 2,000 円

円
異なる
(借家･借間のみ)

964 千円
住居
手当

1 借家･借間 支給限度額 27,000

扶養
手当

11,000

1 配偶者 13,000

1人につき5,000円加算

職員に配偶者がない場合の1人目の子等

国の制度との異
同・異なる内容

手当名 内容及び支給単価

6,500



５ 特別職の報酬等の状況(平成25年4月1日現在)

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 ×在職月数×42/100

円 ×在職月数×25/100

円 ×在職月数×21/100

(注) 1 給料は、市長10％、副市長及び教育長5％の減額措置を行った金額である。

2 報酬は、議長、副議長、議員5％の削減措置を行った金額である。

　　　　

月分

360,000

（支給時期）

副議長

議　員

（加算措置の状況） 45 ％加算

（加算措置の状況）

2.95

（参考）類似団体における最高／最低額

1,100,000

385,000

570,000

548,100

月分

663,000

区　分

市　長

（２４年度支給割合）

副議長

議　員 484,500

期末手当

給 料 月 額 等

副市長

教育長

606,000

970,000

513,000

826,000

693,000

2.95

市　長

副市長

教育長

議　長

給　　料
副市長

報　　酬

教育長

退職手当

市　長

任期毎

任期毎

議　長

275,400

940,000

－ 

970,000

826,000

693,000

任期毎

－ 

739,000 445,000

45 ％加算

（２４年度支給割合）

（算定方式）



６　職員数の状況

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由(各年4月1日現在)

業務強化等

業務強化

業務強化・被災地派遣等

業務見直し

業務強化

業務強化

業務見直し等

民間委託化等

業務強化

病院独法化

業務見直し

業務見直し

 (注) 1   職員数は一般職に属する職員数で､地方公務員の身分を保有する休職者､派遣職員などを含み、
臨時又は非常勤職員､教育長を除く｡

2  〔 　　〕内は、条例定数の合計である。

(2) 年齢別職員構成の状況（平成２５年４月１日現在）

区分 
対前年増減数 主な増減理由

 部門 平成24年 平成25年

一
般
行
政
部
門

議会 10 10 0

総務企画 175 179 4

税務 61 61 0

民生 176 178 2

衛生 49 53 4

労働 1 0 △ 1

農林水産 42 43 1

商工 21 22 1

土木 136 133 △ 3

小計 671 679 8 * 人口１万人当たり職員数　42.05人

政
部
門

特
別
行

教育 191 184 △ 7

消防 193 197 4

小計 384 381 △ 3

普通会計 1,055 1,060 5 * 人口１万人当たり職員数　66.12人

会
計
部
門

公
営
企
業
等

病院 319 10 △ 309

水道 21 20 △ 1

下水道 27 26 △ 1

その他 50 50 0

小計 417 106 △ 311

合　　　　計
1,472 1,166 △ 306

〔 1,888 〕 〔 1,538 〕 〔 △350 〕

21歳 21歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳
区分 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

職員数
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

2 53 100 89 73 106 164 116 85 163 215 0 1166

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

18%

20%

20歳未満 20～23 24～27 28～31 32～35 36～39 40～43 44～47 48～51 52～55 56～59 60歳以上 

構成比 

5年前

の構成

比 



(3) 職員数の推移

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（単位：人・％）

（注） １　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数

　 ２　合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数

３　公営企業等会計が25年に急減するのは、小山市民病院が独立行政法人に移行したためである。

　　　　　　　　　　年度

　部門別
20年 21年 22年 23年 24年 25年

過去5年間
の増減数

一般行政 707 696 686 682 671 679 -28 （－6.28％）

教育 255 236 218 199 191 184 -71 (－30.04％)

消防 188 188 188 190 193 197 9 1.58%

普通会計計 1150 1120 1092 1071 1055 1060 -90 （－10.52％）

1472 1166

公営企業等会計 419 429 426 421 417

-403 （－7.94％）

106 -313 （-0.71％）

総合計 1569 1549 1518 1492



　技能労務職員等の給与等の見直しに向けた取組方針

①職種ごとの人数、平均年齢、平均給与等及び民間従業員データ

※1　「平均給料月額」とは、平成25年4月1日現在における職員の基本給の平均である。

※2　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての

　　諸手当の額を合計したものの平均である。

※3　「民間」のデータは、賃金構造基本統計調査（厚生労働省）において公表されているデータを使用している。

　　(平成22年～平成24年の3ヶ年平均)

※4　「その他」には、保育所調理員、機械操作員、営繕及び事務補助員を含む。

※5　技能労務職の職種と民間の職種等の比較に当たり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているもの

　　ではない。

※6　個人情報の観点から、対象となる職員数が１人又は2人の場合は、平均給与額を＊で表示してある。

②職種ごとの年齢別の職員数及び平均給与月額

59歳 以上

～ ～

未満 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳

48歳 52歳 56歳 60歳
～ ～ ～ ～ ～区　　分

34歳 32歳 36歳 40歳 44歳

＊

その他 52.3歳 39人 331,900 円 368,480 円 － － － －

232,700 円 1.72

守衛 50.8歳 2人 ＊　円 ＊　円 守衛 55.5歳 298,800 円

53.7歳 202,700 円 1.80

自動車運転手 50.4歳 8人 337,100 円 400,551 円
自家用乗用
自動車運転者

50.6歳

用務員 52.7歳 63人 332,300 円 364,118 円 用 務 員

＊

－ －

清掃職員 47.5歳 2人 ＊　円 ＊　円
廃棄物処理業
従業員

44.6歳 290,600 円

平均
年齢

平均給与月額
B A/B

合　　計 52.3歳 114人 332,200 円 368,675 円 － －

(1)現状

区　　分
小　山　市 民　　間 参考

平均
年齢

職員数 平均給料月額
平均給与月額

A
対応する民間
の類似職種

※　個人情報の観点から、対象となる職員数が１人又は2人の場合は、平均給与額を＊で表示してある。

377,200 円 391,800 円 －　
6 人 19 人 7 人 －　

－　 －　 －　 323,200 円 371,900 円 341,600 円
その他

－　 －　 －　 4 人 3 人

－　
－　 －　 －　 ＊ 円 －　 －　 －　 ＊ 円 －　

－　

守衛
－　 －　 －　 1 人 －　 －　 －　 1 人

1 人 －　
－　 －　 －　 ＊ 円 385,200 円 ＊ 円 ＊ 円 ＊ 円

386,200 円 －　

自動車運転手
－　 －　 －　 1 人 3 人 1 人 2 人

28 人 13 人 －　
－　 －　 ＊ 円 329,600 円 363,800 円 357,800 円 366,200 円

用務員
－　 －　 1 人 5 人 3 人 13 人

－　
－　 －　 －　 ＊ 円 －　 －　 ＊ 円 －　 －　

－　

清掃職員
－　 －　 －　 1 人 －　 －　 1 人 －　

22 人 －　
－　 －　 ＊ 円 331,600 円 373,600 円 352,400 円 373,700 円 394,900 円

59歳 以上

合　　計
－　 －　 1 人 12 人 9 人 20 人 50 人

未満 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳

区　　分



③その他給与に関する事項

ア　給料表

｢小山市技能労務職員の給与の種類及び基準に関する条例」及び「小山市技能労務職員の給与に関する

規則」を制定し、国の行政職給料表（一）と行政職給料表（二）の合成表（４級制）を適用

イ　手当

　平成24年4月1日から「小山市技能労務職員の給与の種類及び基準に関する条例」に規定された手当を支給

 ａ　扶養手当　　　ｂ　地域手当　　　　ｃ　住居手当　　　　ｄ　通勤手当　

 ｅ　単身赴任手当　ｆ　特殊勤務手当　　ｇ　時間外勤務手当　ｈ　休日勤務手当　

 ｉ　夜間勤務手当　ｊ　宿日直手当　　　ｋ　期末手当及び勤勉手当　

ウ　昇給基準

勤務成績に応じて5段階の昇給区分（８号給、６号給、４号給、２号給、昇給なし）で昇給する定め

 となっており、通常は1年で４号給昇給する。

ただし、55歳を超える職員は、通常の半分の昇給幅(４号給、３号給、２号給、１号給、昇給なし)で

 昇給することとなっている。

　本市では、地方公務員法及び地方公営企業法等の規定に基づき、給与や勤務時間・休暇等の職員に係る勤

務条件が社会一般の情勢に適応するよう、国及び他の地方公共団体、民間事業者の給与等との均衡を図るこ

とを基本に、社会経済の状況を踏まえながら、給与制度等の勤務条件の適正化に努めている。

　具体的には、昇格・昇給制度の見直しや給料・手当の減額支給措置等により、ラスパイレス指数の抑制や

職員給与費の削減に取り組み、一定の効果を上げてきている。

　特に技能労務職員については、次の(３)具体的な取組内容及び(４)その他（給与見直し以外の取組方針）

に挙げた取り組みにより、国や民間事業者の給与等との均衡を図るとともに、市が実施すべき業務の精査を

進めてきたところである。

　今後は、地方分権の進展に伴い、地方公共団体の自主性や自立性がより一層求められている状況にあって、

より健全で安定した行財政基盤を確立するため、業務能率の向上に努めながら、より適正な給与水準の確保

に努めていくこととする。

(2)基本的な考え方



①給料表の分離・切替え

　平成24年2月議会において「小山市技能労務職員の給与の種類及び基準に関する条例」を制定し、平成24年

4月1日から、一般給料表より７%削減した技能労務職員給料表を新たに適用した。

②昇任昇格基準の見直し

　昇任昇格の基準については在職年数等を基準としたものに改め、昇任昇格の時期は在級10年とし、従来より

遅くなるようにする。

③初任給の引き下げ

　平成24年4月1日から、初任給を従来より４号給引き下げることとした。

(4)その他（給与見直し以外の取組方針）

①民間委託等の推進

技能労務職員の職場や業務については、これまでも学校給食調理場や養護老人ホーム、道路補修業務などの

 民間委託・民営化等を進めてきたところであるが、今後も指定管理者制度の導入と併せて、積極的に民間活力

 の導入を推進することとする。

②業務の見直し

技能労務職員が行っている現行の業務について、公務員である技能労務職員でなければできない事業か否

 かという視点で見直すことにより、市が直接実施することの必要性や妥当性、効率性を検証し、業務の民間

 委託又は廃止等を推進することとする。

③職員数の削減

これまでに定員適正化計画を上回るペースで職員数の削減が図られているが、上記②の業務の見直しによ

 り、必要最小限の技能労務職員数を見極めたうえで、計画的な定員管理を行うこととする。

(3)具体的な取組内容
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